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1ICANN86 政府諮問委員会（GAC）の結果概要

 2026年6月8日（月）～11日（木）

 184の国・地域と41の国際機関等で構成

 会合における主な議題
 DNS不正利用（DNS Abuse）
 WHOIS登録情報の取扱い（WHOIS & Registration Data Issues）

 15日検証期間への対応（15-day timeline for gTLD registrar verification）
 New gTLD 次回ラウンド

1. 概要
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 ホスト国発表：スペイン警察より同国のDNS不正利用対策アプローチを説明
 Interisle（サイバーセキュリティ等専門の米国コンサル企業）より、DNS不正利用調査結果発表:
一部レジストリ・レジストラに不正利用が集中。不正利用者から利益を得る市場構造になっている

 トピックリード（EC・米国・日本）よりDNS不正利用対策PDP ※1の一つである関連ドメイン確認PDP （ADC：
不正利用ドメインの関連ドメインを調査）につき、GNSO ※2等で構成されるWGでの検討状況を共有。もう一つの
API制限PDPも含め、早期にプロセスを進めるべき旨を確認。

 関連ドメイン確認PDPについて、関係コミュニティ・専門家をセッションに招き、懸念点や考えを共有：
 いずれのコミュニティも議論が順調に進行していることを評価。
 GNSOレジストラ部会から、効果測定・実行可能性が課題であるとの認識共有。
 CleanDNSやBC※3を含む多くのコミュニティが、レジストラによる不正利用対処状況の透明性確保・ICANN
への報告義務と開示メカニズムの必要性を指摘。

 ALAC※4は誤ったドメイン削除への対応・補償メカニズムの必要性を主張。NCSG ※5はこれに加え、関連ドメ
イン確認を程度に応じて限定的に実施するよう主張。

 NetBeacon Institute（PIR（「.org」レジストリ）運営の調査機関）が、個人や法執行機関等からの報告に
基づいて、質の高い報告をレジストリ・レジストラに行う同機関の取組について説明。

 Article 19（NGO）が、DNSブロッキングによる検閲を避けるため比例的措置とすべき旨説明。

DNS不正利用対策（GACセッション）

※1 ポリシー策定プロセス。GACからは理事会又はGNSO評議会に対し、契約変更等につながる特定のポリシーの検討を要求できる。
※2 分野別ドメイン名支持組織。レジストリ・レジストラ・知財関係者等から成り、gTLDに関するポリシーを理事会に勧告する。
※3  ビジネス部会。GNSO内の部会の１つ。ICANNと直接の契約関係にはないが、ドメイン名を用いたビジネスを行う企業や団体により構成。
※4 At-Large諮問委員会。個人インターネットユーザの利益に関わる事項についての検討及び理事会への助言を行う。
※5 GNSO内の部会の１つ。NGO、NPO、市民団体等の非商業の立場から構成される。
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DNS不正利用対策（GAC DNS Abuseセッション外）

 関連ドメインチェック（ADC）PDPの議論を集中的に実施
 Paul McGrady議長（米国の弁護士）、Nick Wenban-Smith副議長（英国ccNSOのNominet）が議論を進行。
 これまでの議論をもとに、プロジェクト憲章中の課題への暫定勧告をICANNが提示し議論。

 勧告１（ADCのトリガー）：レジストラがRAAに沿い、あるドメイン名がDNS不正利用に現在使われている証跡を入手し
た場合には、レジストラはADCを実施する。この要求はドメインが改ざんされている場合適用されない。（勧告６も同様）

 勧告２（ADC調査）：レジストラは関連ドメインがDNS不正利用に用いられていないか適切に調査する。
 勧告３（合理的調査）：レジストラは通常業務で合理的にアクセス可能な情報を確認することで調査を行う。調査は状
況に応じて実際的かつ比例的なものとし、レジストラが保有しないデータの取得・生成は求められない。

 勧告４（関連性）：「関連性」の判断にあたり、レジストラはドメイン名保有者・アカウント情報や技術的・行動的指標な
ど、合理的にアクセス可能で有用な情報を考慮する。具体的な判断要素は状況により異なりうる。

 勧告５（セーフガード）：ADCは適用法令（データプライバシー法を含む）および契約上の要件に準拠して実施する。
関連性の判断は、実態に基づき、過剰な関連付けのリスクや登録者への影響等を考慮し、合理的かつ比例的に行う。

 勧告６（タイムライン）：レジストラはトリガー後、事案の状況を踏まえ、速やか（promptly）にADCを開始・実施する。
 勧告７（効果測定）： ICANNは、ADC政策の実施後２年を目途に有効性のレビューを実施し、ポリシーが関係者に

より実装できているか、意図した目的を達成しているか、改善点がないか等を定量・定性の両面から評価する。
 勧告８（コンプライアンス）：レジストラはADCの義務が発生した際、通常業務で保持する記録・文書により遵守状況を
証明できなければならない。また、ADCの実施手順を記した内部プロセス文書を整備し、ICANNの求めに応じて提供する。

 暫定勧告に対し、各コミュニティが受入れ可否について意見表明。
 GACからは勧告１について、関連ドメイン確認を行うもととなるエビデンスに関し、現に不正利用に使われているものに限らず、
過去に使われていたもの、将来使われる蓋然性が高いものも読めるよう、 意見提出。

 各コミュニティからそれぞれの関心に沿って意見表明。ICANN86会合後も議論が継続している。
 今後、効果測定・コンプライアンス等実装に向けての議論や人権・プライバシー影響評価を経て、2026年9月に初期レポートを公表する
見込みで作業を進行中。パブリックコメント等を経て最終レポート確定、その後GNSO評議会での審議に移行予定。

 DNS不正利用対策としてもう一つ予定されている、API利用のセーフガードに関するPDPは、現在プロジェクト憲章を検討中である旨、
GACセッション中にGNSOから説明があった。GACとしても迅速にプロセスを進めるよう求めている。
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※7 System for Standardized Access/Disclosure: 各国のデータ保護規制に対応し、WHOIS・RDRSで非開示のデータにアクセスする機構。
※8 Registration Data Request Service: 非公開登録情報を請求するためのシステム。2023年に2年間のパイロットプロジェクトとして開始。
※9 Public Safety Working Group: GACの下に置かれた公共安全を対象とする作業部会。各国の政府・法執行機関の関係者から成る。

登録情報正確性
 SSAD※7の検討に関して、GACとして引き続き、これまでのRDRS※8運用の経験を踏まえ、情報請求者の利便性等を
意識した中央集約的かつ永続的な開示メカニズムの必要性を強調するとともに、gTLDレジストラの参加義務化、プラ
イバシー・プロキシサービスの組み込み、ccTLDの任意での参加を促進するための取組を求めることが確認された。また、
法執行機関の緊急要請に関し、PSWG※9による認証メカニズムの開発等について情報共有があった。

 レジストラの15日検証期間について、当初GACが希望していた理事会・GNSO・GACの三者会談は実現しなかったが、
GNSOからの情報提供セッションを実施。GNSOから、DNS不正利用対策PDPが進行する中で取組の効果や優先順
位を検討すべき旨言及。一部レジストラから、同社の自主的観測をもとに、15日検証期間への対応の効果に疑問を
呈す旨の説明があった。日本等から、対策にかかるコストを含む運用の詳細について質問があったが、詳細の確認まで
は至らず、継続的に取り組むこととなった。全体的な方針として、ドメインが利用可能となる前に検証する手順とすること
を目指す旨、GACとして確認。

 新gTLDラウンドについて、早期警告（Early Warning）やGACアドバイスの進め方を議論。各国で懸念を持つ文
字列を確認した場合、共同での早期警告提出も見据え、極力早い段階で情報共有すること等の認識共有があった。
なお、申請結果の公表は10月の予定だが、詳細日程は現時点で未定。

 次期GAC議長がIan Sheldon氏（オーストラリア）に決定。立候補1名のため無選挙、2026年10月～2028年
10月が任期となる。

 次期議長が現任副議長（5名のうち1名）であるため、臨時で副議長選挙を実施することが決定。2026年9月まで
が立候補・推薦期間。候補者複数の場合選挙となり、次回会合（10月）に後任が決定。2026年10月～2027
年10月が任期となる。なお、地域バランスからAPAC地域が期待される。

その他




